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概 要項 目

社会福祉法人 善光会法人名称

平成17年12月7日設立年月日

理事長 西田 日出美代表者

〒144-0033
東京都大田区東糀谷六丁目4番17号

本部所在地

511名（ 令和2年4月1日現在）従業員数

825 .5百万円(平成30年度)基本金

理 念

オペレ ーショ ン の模範と なる

業界の行く 末を担う 先導者と なる

▲

沿 革年 月

法人設立認可H17.12

複合福祉施設「サンタフェ ガーデン ヒルズ」開業H19.4

認知症対応型グループホーム開業（ 西六郷・羽田・大森南）H22

特別養護老人ホーム「バタフライ ヒル大森南」開業H24.5

特別養護老人ホーム「バタフライ ヒル細田」開業H25.5

介護ロボット研究室 設立H2 5 .8

サンタフェ総合研究所 設立H2 9 .1 0

Care Tech ZENKOUKAI Lab リビングラボ認定R 2 .8国内最大級の複合福祉施設サン タ フ ェ ガーデン ヒ ルズ、
ケアマネ事業所リ ン ク ス 羽田など ８ 拠点を 展開

誰も 見たこ と も 無い、

新し い介護の姿を追い求める 。

新し い考えや技術を積極的に取り 入れる こ と で、

介護業界に新たな風を吹かせる 。 それが私たちの使命です。

善光会の概要
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介護サービ ス を受けたい高齢者は増える 一方、
介護を する 側が少なく なり 、 人手が不足

介護職員需給の将来推計介護費の将来推計

介護にかかる 経費が増える こ と で
国家財政が困窮

介護領域における最大かつ最重要な課題は
 介護保険制度を将来にわたって持続させることにより
 現在･未来の高齢者を介護から取り残させないこと

介護領域のコ ア課題
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H23 福祉用具・ 介護ロ ボッ ト
実用化支援事業ス タ ート

H30 介護報酬改定

R3 介護報酬改定

R3 介護保険福祉用具・ 住宅
改修評価検討会

介護ロ ボッ ト への国家的な支援がス タ ート
生活支援ロ ボッ ト に対する 期待や、 介護の生産性向上に向けて、 国家的
に介護ロ ボッ ト に関する 支援を 開始

介護保険制度で初めて介護ロ ボッ ト 機器が登場
見守り 機器の導入が特別養護老人ホームでの夜勤職員配置加算の緩和
要件と し て認めら れる 。 制度上、 初めて効果が認めら れる 。

介護保険制度にて本格的にICT活用を 促進
LIFE（ 科学的介護情報シス テム） によ る エビ デンス に基づいた介護へ
の取り 組みをはじ め、 見守り 機器の夜勤職員配置加算の緩和要件の拡大
、 会議や契約に関する 電子化など 制度上でも Ｉ Ｃ Ｔ 活用促進を明確化。

福祉用具と し てIoTセン サー機器が初認定
介護保険福祉用具・ 住宅改修評価検討会にて排泄予測機器が特定福祉用
具販売が販売対象と し て決定。 本格的な在宅での介護ロ ボッ ト ・ センサ
ー活用の時代に突入する こ と を 期待。

Ca re te ch に関する 制度の流れ

H2 3 年の福祉用具・ 介護ロ ボッ ト 実用化支援事業にはじ ま っ て、 現在では本格的なテク ノ ロ ジー活用の時代に突入

介護テク ノ ロ ジー利活用の制度の進展
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令和５ 年度 第１ 回 相談窓口・リビングラボ ネット ワーク連絡会議 厚生労働省資料より

近年の制度改正の流れ
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令和５ 年度 第１ 回 相談窓口・リビングラボ ネット ワーク連絡会議 厚生労働省資料より

近年の制度改正の流れ



デジタ ル行財政改革の方向性
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令和５ 年度 厚生労働省補正予算資料

令和５ 年度補正予算

8



出 所 : 全 国 介 護 保 険 ・ 高 齢 者 保 健 福 祉 担 当 課 長 会 議 資 料 ( R 6 . 3 . 8 )

介護報酬上の評価
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令和６ 年度の介護報酬改定において、 テク ノ ロ ジーの導入によ る 効果の定着に向けて
継続的な活用を 支援する ため、 生産性向上推進体制加算が新設さ れま し た。



デジタ ル行財政改革の方向性
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「 ハイ ブリ ッ ド 特養」 ： 特養の特定ユニッ ト において改善活動と 介護ロ ボッ ト の集中的導入を 実施。
DXを進める こ と で、 ケアの質の向上、 負担軽減、 それによ り 職員の賃上げも 実現

■集中的ロ ボッ ト 導入

特養の特定ユニッ ト に各種介護ロ ボッ ト 機器を
集中的に導入する 計画を 推進

・ 介護オペレ ーショ ンを詳細に分析

・ ロ ボッ ト 機器がカバーし う る 領域を 定義

・ 該当ユニッ ト で生活する 利用者の特性を 詳細に分析

・ 誰が、 いつ、 ど こ で、 ど の機器を 利用する かの
詳細計画を定め、 効果的に機器利用を 実施

■対象施設

オープンラ ボイ ノ ベーショ ン化

サンタ フ ェ ガーデンヒ ルズ
特養フロ ース 東糀谷

Ca re  Tech Zenkouka i Lab

Hu g

様々なセンサー･テク ノ ロ ジーをケアに活用

善光会が進める 介護業務DX
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その他介護I CT介護ロボット

稼働
中

過去に
使用・
実証

善光会が活用し ている 主な介護テク ノ ロ ジー

眠りSCAN／
パラマウントベッド

Hitom eQケア
サポート／コニカミノルタ

QOLソリューションズ

ペイシェントウォッチャー
プラス／アルコ・イーエックス

D Free／
D Free

ピュアット／金星
HUG／ FUJI

ロボットアシスト
ウォーカーRT.1／

RT.ワークス
Pepper／

ソフトバンクロボティクス
PALRO／富士ソフト SOEL MX／日本

ケアリフトサービス

ロボヘルパー
SASUKE／マッスル

シルエット見守り
センサ／

キング通信工業
ノーリツプレシジョン
／Neos＋Care

Helppad／aba
HAL／CYBERDINE

コミュニケーション

見守り 排泄

見守り 排泄 移乗

LINE WORKS／
ワークスモバイルジャパン

TREKZ 
TITANIUM／

Shokz

SCOP／
善光総合研究所

オンライン医療相談／
ドクターメイト

Ninebot m in i Pro
／Segw ay 

各種業務ソフトウェア
（ 勤怠管理システム、

会計システム、ショートステ
イ荷物管理システム等）

ころやわ／
Mag ic Sh ie lds

スマートマットクラウド
／スマートショッピング

アイシニアケア／
エクセル

エンジニアリング

入浴 移乗・移動
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政府内で生産性向上に向けた取組の関心が高ま った結果、 今年夏以降、 政府ト ッ プ
ク ラ ス によ る 善光会への施設見学が増加し ていま す。

2023.7 .28  岸田文雄内閣総理大臣ご視察
ご視察さ れた方々時期

中谷真一前経済産業副大臣2023.7 .7

岸田文雄内閣総理大臣、 平将明衆議議員2023.7 .28

石川県 厚生政策課 御一行2023.8 .14

福岡市議会 議員団 御一行2023.8 .17

東京都 福祉局高齢者施策推進部 御一行2023.8 .30

厚生労働省 老健局 御一行2023.9 .1

内閣府 規制改革推進室 御一行2023.9 .4

厚生労働省 大臣官房国際課 御一行2023.9 .4

神奈川県副知事 御一行2023.10.18

河野太郎デジタ ル大臣2023.10.18

広島県議会 議員団 御一行2023.12.20

政治・ 行政関係者の視察状況（ 2023年/抜粋）

生産性向上に向けた取組への関心の高ま り

13



デジタ ル行財政改革会議

総理直轄のデジタ ル行財政改革会議にDX先進事業者と し て参画
 河野大臣 （ 介護報酬改定に関し て） 「 デジタ ル技術の導入を強力に後押し する

よ う な改定になる よ う に、 政府を 上げて対応し ていかなければなら ない」

14



国内投資拡大のための官民連携フ ォ ーラ ム

内閣官房で行われた国内投資拡大のための官民連携フ ォ ーラ ムにDX先進事業者と し て参画
 岸田総理大臣「 成長 型経済実現のために、 業種内・ 業種間での人の奪い合いではなく 、

生産性向上によ る 拡大均衡を通じ て、 人手不足を 解消し ていく こ と が必要」
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介護事業所

様々な機器やシステム、導入のノウハウや行政からの支援策について、
介護現場でハブとなる中核人材の配置と、それを専門的に支える伴走支援の存在が重要

生産性向上の
ノウハウ

機器やシステム

現場力と
デジタル化の

双方の専門性
をもった

伴走支援

制度改正や
導入補助

変革

現場の
デジタル

中核人材

 機器の活用を進めるため、現場のデジタル人材を育成し、
 さらに専門的知見をもったサポートを組み合わせることが重要

介護事業所における 生産性向上の促進
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社会福祉法人として初めて研究開発・シンクタンク機能を有した研究所を設立
自社開発ソリューション、リサーチ＆コンサルティング、省庁連携プロジェクトなどを中心とした事業を展開

行政地方公共団体 国立研究開発機関介護事業者 メ ーカー アカデミ ア

サン タ フ ェ 総合研究室
ス マート 介護オペレ ーティ ングプラ ッ ト フ ォ ームの開発

（ 国立 日本医療研究開発機構の開発補助事業）

次世代を リ ード する 介護士に必要な知識・ ス キルを
形式知化し た「 ス マート 介護士 資格」 を リ リ ース

誇大化する 介護費と
介護人材不足

介護事業者の生産性向上 科学的介護によ る 品質向上解決課題

善光会が設立し た研究所機能
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当社は、介護事業者のDX化に貢献する介護ソフト（ SCOP） の開発販売をはじめ、介護事業者
のサービス品質や効率化の向上に貢献するための事業を多面的に運営しております。

介護DX事業

介護の現場業務の効
率化を 実現する ソ フ
ト ウ ェ ア（ SCOP） の
開発販売

デジタ ル中核
人材育成事業

介護職員の知識・ ス
キルを 向上する ため
の認定資格（ ス マー
ト 介護士） の運営

コ ンサルティ ング
事業

介護事業者のサービ ス
向上やオペレ ーショ ン
効率化に向けた経営支
援サービ ス

介護機器メ ーカー
開発支援事業

将来的に介護事業者が
導入し 、 事業を 改善で
き る メ ーカーの新技術
の開発支援

（ 株） 善光総合研究所の事業概要
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S COP の一部機能は、 国立日本医療研究開発機構（ AMED） の補助採択事業と し て開発

開発済みシス テムは、 夜間見守り 業務や記録・ 申し 送り 伝達業務での効果検証を実施。 第5回日本医療研究開発大賞を 受賞。

夜間業務 3 7 ％効率

化

介護ロボット 習熟度 9 8 ％向上

業務活用度（ 意識） 1 4 7 ％向上

業務活用度（ 回数） 1 5 倍

記録業務 7 6 ％効率化

申し送り・伝達業務 7 4 ％効率化

介護ロボット 情報を集約し、介護職員が更に効率的かつ効果的

に介護ロボット を使用することを実現

入力のしやすさ、閲覧のしやすさから介護職員の負担を

軽減し、かつ介護記録のデータベース化を実現

2 0 1 8 年度
介護ロボット 統合アプリ「S COP N o w 」開発

2 0 1 9 年度
介護記録システム「S COP Ho m e 」開発

2 0 2 0 年度
「ケアオペレーションAI ・ケアマネジメント AI 」開
発

AMED 平成3 0 年度 「 ロ ボッ ト 介護機器開発・
標準化事業（ 開発補助事業） 」 の開発内容

内閣官房主催「 第5 回日本医療研究開発大賞
AMED理事長 賞」 を受賞

介護分野では
初の快挙

さ ら に令和４ 年度 「 ロ ボッ ト 介護機器開発等
推進事業（ 開発補助） 」 に新たに採択決定

AMED事業でのSCOPの実証結果
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・ 2019年3月 第1回試験 ※全国3都市で開催
・ 2019年8月 第2回試験 ※以降全国5都市で開催
・ 2021年12月 第7回試験 ※オンラ イ ン試験開始

以降オン ラ イ ン によ る 実施

ス マート 介護士資格と は

次世代を リ ード する 介護士に必要な知識・ ス キルを形式知化し 、

2 0 1 9 年3 月に「 ス マート 介護士」 資格を リ リ ース 。

オン ラ イ ンでの講義や資格試験を開催。 こ れま で約6,0 0 0 人超が受験。

各種専門学校等を通し て、 講義＋試験形式にて実施

善光会現場での研修事業と し てロ ーンチ
今ま での介護士 に求めら れる も の

・ 公正な姿勢 ・ 専門知識
・ 介護技術 ・ 観察力
・ チームワ ーク ＆コ ミ ュ ニケーショ ン

こ れから の介護士 に求めら れる も の

テク ノ ロ ジーを 活用し
業務を 最適化する

創造性

新し い技術や機器
業務に対応する

柔軟性

■ス マート 介護士の人材像（ 到達目標）

こ れから の日本の社会福祉を担う 使命感と それに基づく
持続可能な介護サービス 提供モデルの必要性を理解する

要介護者の生活機能の把握と ある べき 支援を企画する

効率的なオペレ ーショ ンシス テムを構築し 、 継続的に改善する

利用者や同僚職員などの関係者を指導する

介護ロ ボッ ト の特性を把握する

■ス マート 介護士と は

人口動態の変化によ り 介護職員不足は深刻化する 。
今後はテク ノ ロ ジーを活用し 、 少人数で高品質な
サービス を提供でき る 人材が必要・ ・ ・

ス マート 介護士は最新のテク ノ ロ ジーや
介護ロ ボッ ト ・ センサー機器を効果的に活用し て、
介護の質の向上と 介護業務の効率化でき る 、
こ れから の時代をリ ード し ていく 介護士です。

ス マート 介護士資格
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24時間365日いつでも 無料でオンラ イ ン受験可能



＜地方自治体向け事業＞ ＜経済産業省地域DX事業＞

日本各地の地域で介護領域のDX促進のための
地域力向上の実現を目指す

茨城県大子町 神奈川県藤沢市

高知県

各地の地方自治体向けに
DX促進モデル事業実施中

地域のDX力を 向上する ため
多様なプレ ーヤーと と も に
地域づく り の新たな取組に
挑戦中

地方自治体向け支援事業

21



厚生労働省よ り 認定を受け、 ラ ボと し て相談や機器の現場実証を実施

現場での介護ロ ボッ ト 活用を促進する ためには、 ①現場ニーズを 踏ま えた開発、 ②介護ロ ボッ ト の周知・ 体験機会の創出、 ②介護ロ

ボッ ト を 活用し た業務改善方法の構築等が必要不可欠。 それら を 促進する 厚労省事業に参加。

全国に相談窓口16拠点・ リ ビングラ ボ８ 拠点。
開発メ ーカーや介護事業所から の相談や
介護ロ ボッ ト 機器開発に関する 製品評価や効果測定
と いった開発支援に関する 実証を行っている 。

厚労省 プラ ッ ト フ ォ ーム事業 リ ビ ングラ ボ
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